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特集／アジア・中東における「伝統」・環境・公共性
セッション 1：「伝統」、共同体、環境と公共性
南インドにおける村落共同利用地の歴史的変動
─ 1850 年以降のタミルナードゥの乾燥地帯の場合
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はじめに
　19 世紀初めの南インド・タミルナードゥ地方では、村落の土地のかなりの
部分は、耕作されないで、放牧地や、薪、肥料、飼料を集めたりする場所とし
て使用されてきた。行政上、これらの土地は「荒蕪地」として区分されていた。
村落共同利用地については、N.S. Jodha が 1980 年代に行った優れた調査が
あるが、彼の研究は、これらの土地の歴史的変化は追究していない。
１．19 世紀前半における土地保有と共同利用地の利用規制
　19 世紀前半の南インドの農村社会は、極めて両極化した社会経済構造をな
していた。農地の半分以上は、バラモンなどの高カースト成員が所有していた。
低位の非バラモン・カースト成員や被差別カースト成員の多くは農地を全く所
有しないで、農業労働者や小作人として、有力村民の土地の耕作労働に従事し
ていた。農地の多くを所有する村落の有力者層は、荒蕪地（村落共同利用地）
での放牧や薪の採取などに関して優先的な権利をもっていた。
　19 世紀後半には、荒蕪地（村落共同利用地）の面積は、急速に減少していった。
村落の有力村民が、それらの土地を私有地化して耕地に転換していった。灌漑
地帯の水田村落ではほとんどすべての荒蕪地が消滅し、乾燥地帯村落でも、広
大な荒蕪地が開墾されて私有地化していったが、なお一部は荒蕪地として残っ
た。
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２．土地なし階層の自立化と荒蕪地の占拠・使用
　こうした有力者による村落支配体制に、19 世紀末から次第に変化が生じて
きた。被差別カーストの農業労働者階層や低位のカーストの成員の中から海外
のプランテーションなどへ出稼ぎに行く者が増大し、彼らの間での自立意識が
強まった。村落の土地の零細地片を購入する労働者も出てきた。南インドの一
郡の土地所有台帳の分析から、被差別カーストやムティリヤンなど下層カース
ト成員の零細な土地所有者が叢生していることが分かる。
　荒蕪地の占拠・私有地化にも新たな動向が現れた。今まで農地を全く所有
していなかったムッティリヤンや被差別カースト成員も、荒蕪地の占拠・私
有地化を行うようになった。水島司の調査によれば、ある村落で、1940 年か
ら 1980 年の間に私有地化された荒蕪地の 8 割は、被差別カーストとガウン
ダー・カーストの成員が私有地化したものであった。他の 10 村の調査でも、
耕作地化されたかつての荒蕪地の 64 パーセントは、土地を全くか 2 エーカー
未満しか所有していなかった者が取得している。この動向は独立以降も進行し、
1960 年代のタミルナードゥ州の荒蕪地調査は、一層多くの荒蕪地が土地無し
階層によって占拠・使用されていることを示している。
３．地域的差異
　第一の型：タミルナードゥと同様に、マハーラーシュトラ州でも被差別カー
スト成員が共同利用地を占拠・使用するという事態が起こっていた。かつての
隷属的な雇用労働者は、土地へのアクセスを得ることによって、地主や雇用主
に対する交渉力を増大させることができた。アーンドラ・プラデーシュ州でも、
1969 年の土地なし労働者への土地供与政策の開始によって、労働者たちは伝
統的な束縛から自由になることができた。V. Ratna Reddy も、「規模が小さ
い方の農民はコモンズの私有化に賛成し、大規模農民は、共同の放牧地からの
利益を最も享受しているので、共同運営システムの方を望んでいる」という。
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カルナータカ州での調査も、貧困層は、村落共同財産を彼ら貧困層の間で分割
して私有化したいと強く望んでいる、という。
　第二の型：こうしたケースに対して、N.S. Jodha の調査では、貧困層の生
活は、薪や飼料の面で村落共同利用地に強く依存していること、貧困層に一旦
は供与された土地の大きな部分は後に売却や抵当によって富裕層が入手してし
まっていること、従って、貧困層が共同利用資源の減少によって被る損失は、
貧困層が一時的に共同地を入手しても結局は十分に補償されず、富裕層が受益
する結果となっていることを明らかにした。
　こうした差異は、どこから出てくるのか。下層階層がどこまで上層村民から
社会経済的独立を獲得したかが、差異をもたらす重要な要因でないだろうか。
マハーラーシュトラ州やタミルナードゥ州などのように下層階層の運動がある
ところでは、共同地の土地なし層による占拠は彼らの独立性の表示であり、占
拠と土地供与政策は、かれらの交渉力を強化する。しかしこうした運動や自立
の動きが弱い地域では、土地供与政策は、村落の富裕層の利益に帰結してしま
うという解釈を、仮説として提出したい。
４．共同資源運営の二つの型：エリート主導型と平等型
　村落共同利用資源の管理・運営方法には、エリート主導型と平等型というべ
き、二つのタイプがあり得る。19 世紀のタミル地方の場合はエリート主導型
であったが、19 世紀末以降次第にエリート層は共同利用資源の利用を統制す
る力を失い始めた。
　村落の社会構造があまり分解してなくて、村落住民が主として小規模の土地
保有農民から成っている場合は、平等型の資源管理が行われていることが多く、
自然資源の使用は、ほとんどの村民が同意したルールによって規制されている。
Pranab Bardhan の行った灌漑共同組合の調査では、灌漑水利用における協調
的行動の程度は土地保有の不平等さと有意に逆相関することが明らかとなって
いる。
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　平等な村落の社会構造は、村落のすべての階層が平等に参加する平等型の自
然資源保全システムの前提といってよいだろう。土地なし階層による荒蕪地の
占拠・耕地化や零細地片の入手が、より平等な社会経済構造への一歩であると
すると、それは自然資源の保全的利用への可能性を開くものであるともいえよ
う。事実、西ベンガル州のメディニープル県では、指定部族や指定カースト出
身の小農民や農業労働者がイニシアティブをとって、森林保護委員会を設立し
て、荒廃した森林の再生に成功している。この州で行われてきた土地改革など
の社会的政治的な変動が、こうした下層民が資源保全にむけて主導的に運動を
起こす、大きな背景となっている。零細土地入手などによる土地なし階層のエ
ンパワーメントは、長期的には平等型の共同体的資源コントロールシステムを
作り出すことに貢献する可能性を秘めているのである。
５．農村労働市場のタイト化と耕地化圧力の弱化
　インドの多くの地域で、1980 年代には、農村・都市地域における非農業部
門による労働需要が増大し、農村労働市場はタイト化した。南インドのティル
チラーパッリ県の場合、農村地域から都市の建設労働などに従事する者が増大
し、限界的な農家には農地の耕作を止めて非農業雇用に従事する者が増えた。
耕地は事実上休耕地化するが、そこには Prosopis juliﬂora（キャべ）が育成
する。Prosopis juliﬂora はインド亜大陸の南半分を中心に広大な地域に育成
して、地域の人々に、家庭燃料など十分な量のバイオマスを提供しているとい
う。つまり、農村部の労働市場のタイト化が、耕地拡大への圧力を緩和してい
るだけでなく、地域的な家庭燃料問題の解決にも寄与している。
６．村落共同利用地の役割の変動
　地域の再生産にとっての共同利用地の役割も歴史的に変化してきた。灌漑・
水田地帯の場合は、前述のように 19 世紀末には共同利用地はほとんどなくな
り、役割を果たさなくなっていた。水田地帯では、家畜は藁など作物残渣で舎
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飼され、燃料には農家が飼育する家畜糞が使われ、肥料は家畜糞や、後には購
入肥料（有機肥料、化学肥料）が使われて、村落の共同利用地なしで、不十分
とはいえ地域の農業の再生産が行われてきた。
　乾燥地帯の場合、タミルナードゥ州では、家庭燃料の深刻な不足はない。作
物残渣や Prosopis juliﬂora が十分に供給されている。肥料については、化学
肥料の使用の増大は緑肥への需要を減らしているが、二期作や二毛作の増大は
逆に需要を増大させている可能性がある。家畜の飼料については、作物残渣の
増大によってまかなわれていると思われるが、土地なし階層による山羊飼育の
増大によって放牧地の必要性は増大している可能性もある。
７．結論
　まとめれば、１）19 世紀のタミルナードゥでは、エリート主導型の自然資
源統制制度であったが、貧困層の自立性の強化の結果、エリート層による統制
力は低下していった。
　２）タミルナードゥやマハーラーシュトラ州では、自立性の強化によって土
地なしの下層階層が零細地片や荒蕪地（共同利用地）を占拠・使用し始めたが、
これは、彼らの村内における交渉力を強化した。
　３）貧困層による零細地片の獲得や荒蕪地の占拠・使用は、平等型の資源統
制システム形成への前提となる可能性がある。
　４）非農業的な雇用機会の増大は、耕地拡大への圧力を弱めた。
　しかし、平等型の資源管理制度が成立しないで、自然資源に関する地域的な
運営制度が崩壊してしまって再生しないという、もう一つの可能性もあり得る
ことに、注意が必要である。
付論　日本の経験との比較
　インドよりも早く、土地に対する人口比の上昇を経験した日本の事例は、イ
ンドとの比較において大変興味深い。江戸時代以前の時期には、日本の農業生
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産の経営規模は一般に大きかった。その頃は大規模農業経営を行っていた有力
階層が共同資源を掌握する、エリート主導型の管理体制にあったが、小農の自
立につれて、エリート主導型の統制制度から、本百姓の参加する平等型の入会
地管理の制度へと移行していった。エリート主導型の共同資源管理の体制から
平等型への移行は、アジアにおける共同利用地の転換の典型的な道の一つであ
ることを示唆しているように思われる。
　江戸時代以降の日本の入会地の経験も興味深い。江戸時代から明治時代にか
けて、割山という、入会地を分割する取り決めがかなりの村落で行われた。入
会山の特定地を世帯に割当てて、各世帯はそこから決められて規則に基づいて
採草など共同資源を採取することができた。割当地は、定期的な割替えが行わ
れた。しかし、農民は次第に購入肥料を使用するようになり、共同地から採取
する緑肥への依存を減らしていった。共同地の主な機能が、緑肥の採取から、
薪や木材の採取に転換していった。薪・木材生産の重要性が強まると、樹木の
育成期間が長いことを反映して、短期間による割替えが減り、20 年、50 年に
一度割り替えるという、割替え期間の長期化が生じた。割換期間の長期間とと
もに、割当地への権利を他人に売買することもできるようになった。かくて、
入会山への権利が次第に私的保有に近づいていった。山割は、明治時代に入る
と激増し、コモンズの私有地化と共同体的規制の一般的弱化の大きな促進要因
となった。このように、共同利用地が地域の経済的な再生産に果たす役割は変
化すること、それが共同利用地の性格の変容に大きな意味をもっていたことは、
インドの共同利用地を考察する場合も、示唆的である。
（やなぎさわ・はるか）
